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   民法 問題 
 

次の文章を読んで，後記の〔設問１〕及び〔設問２〕に答えなさい。 

 

【事実】 

１．Ａは，早くに夫と死別し，Ａ所有の土地上に建物を建築して一人で暮らしていた（以下では，

この土地及び建物を「本件不動産」という。）。Ａは，身の回りのことは何でも一人で行っていた

が，高齢であったことから，近所に住むＡの娘Ｂが，時折，Ａの自宅を訪問してＡの様子を見る

ようにしていた。 

２．令和２年４月１０日，Ａの友人であるＣがＡの自宅を訪れると，Ａは廊下で倒れており，呼び

掛けても返事がなかった。Ａは，Ｃが呼んだ救急車で病院に運ばれ，一命を取り留めたものの，

意識不明の状態のまま入院することになった。 

３．令和２年４月２０日，ＢはＣの自宅を訪れ，Ａの命を助けてくれたことの礼を述べた。Ｃは，

Ｂから，Ａの意識がまだ戻らないこと，Ａの治療のために多額の入院費用が掛かりそうだが，突

然のことで資金の調達のあてがなく困っていることなどを聞き，無利息で１００万円ほど融通し

てもよいと申し出た。 

そこで，ＢとＣは，同日，返還の時期を定めずに，ＣがＡに１００万円を貸すことに合意し，

ＣはＢに１００万円を交付した（以下では，この消費貸借契約を「本件消費貸借契約」という。）。

本件消費貸借契約締結の際，ＢはＡの代理人であることを示した。Ｂは，受領した１００万円を

Ａの入院費用の支払に充てた。 

４．令和２年４月２１日，Ｂは，家庭裁判所に対し，Ａについて後見開始の審判の申立てをした。

令和２年７月１０日，家庭裁判所は，Ａについて後見開始の審判をし，Ｂが後見人に就任した。

そこで，ＣがＢに対して【事実】３の貸金を返還するよう求めたところ，ＢはＡから本件消費貸

借契約締結の代理権を授与されていなかったことを理由として，これを拒絶した。 

 

〔設問１〕 

Ｃは，本件消費貸借契約に基づき，Ａに対して，貸金の返還を請求することができるか。 

 

５．その後，Ａの事理弁識能力は著しい改善を見せ，令和３年７月２０日，【事実】４の後見開始の

審判は取り消された。しかし，長期の入院生活によって運動能力が低下したＡは，介護付有料老

人ホーム甲に入居することにし，甲を運営する事業者と入居に関する契約を締結し，これに基づ

き，入居一時金を支払った。また，甲の入居費用は月額２５万円であり，毎月末に翌月分を支払

うとの合意がされた。同日，Ａは，甲に入居した。 

６．Ａは，本件不動産以外にめぼしい財産がなく，甲の入居費用を支払えなくなったことから，令

和４年５月１日，知人のＤから，弁済期を令和５年４月末日とし，無利息で５００万円を借り入

れた。 

７．令和５年６月１０日，Ａは，親族であるＥから，本件不動産の売却を持ち掛けられた。Ｅは，

実際には本件不動産が３０００万円相当の価値を有していることを知っていたが，Ａをだまして

本件不動産を不当に安く買い受けようと考え，様々な虚偽の事実を並べ立てて，本件不動産の価

値は３００万円を超えないと言葉巧みに申し向けた。Ａは，既に生活の本拠を甲に移しており，

将来にわたって本件不動産を使用する見込みもなかったことから，売買代金を債務の弁済等に充

てようと考え，その価値は３００万円を超えないものであると信じて，代金３００万円で本件不

動産を売却することにした。そこで，同月２０日，Ａは，Ｅとの間で，本件不動産を代金３００

万円で売り渡す旨の契約（以下「本件売買契約」という。）を締結し，同日，本件自宅についてＡ

からＥへの売買を原因とする所有権移転登記（以下「本件登記」という。）がされた。 
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８．令和５年７月１０日，本件売買契約の事実を知ったＤは，Ａに対して，本件不動産の価値は３

０００万円相当であり，Ｅにだまされているとして，本件売買契約を取り消すように申し向けた

が，Ａは，「だまされているのだとしても，親族間で紛争を起こしたくない」として取り合おうと

しない。なお，本件売買契約に基づく代金支払債務の履行期は未だ到来しておらず，Ｅは，本件

売買契約の代金３００万円を支払っていない。 

 

〔設問２〕 

Ｄは，本件不動産について強制執行をするための前提として，Ｅに対し，本件登記の抹消登記手

続を請求することを考えている。考えられる複数の法律構成を示した上で，Ｄの請求が認められる

かどうかを検討しなさい。 
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   民法 解答のポイント 
  

設問１では，ＣのＡに対する消費貸借契約に基づく貸金返還請求の可否が問題となっている。 

 本問では，ＢがＡの代理人として顕名をした上でＣとの間で消費貸借契約（以下「本件消費貸借契約」

という。）を締結しているが，実際にはＡからＢに対して代理権は与えられておらず無権代理となって

おり，本件消費貸借契約は無効となるのが原則である。また，その後Ａの後見人に就任したＢが追認拒

絶権を行使することで，無効であることが確定するため，Ｃの上記請求は認められないのが原則である

ことをまずは指摘すべきである。 

 もっとも，Ｂは確かにＡの後見人であり包括的な代理権を有しているものの，無権代理人であった。

そこで，無権代理人が本人の後見人として就任した場合の追認拒絶の可否が問題となることを指摘した

い。本問で想起される判例は，無権代理人が本人を相続した判例（最判昭40.6.18）及び後見人が追認

拒絶した判例（最判平6.9.13／百選Ⅰ[第８版]〔6〕）であろう。もっとも，本問では，本人を相続した

場面でもなければ，後見人となった者が無権代理行為を行った者である点で双方の判例が直接該当する

わけではない点には注意を要する。双方の事案との相違点を意識しつつ，本問の事案に即して解答する

ことになる。本問としては，100万円がＡの入院費のためであること，その価額も適正なものであるこ

と，請求を認めないとＣに多大な不利益な生じること等を指摘していきたい。 

設問２では，Ｄが本件不動産に対して強制執行するための準備手段としてＥに対して本件登記の抹消登

記手続請求するにあたっての手段が「複数」問われている。 

 本問では，Ａには本件不動産以外にめぼしい財産がないこと，Ｄが本件不動産について強制執行する

ために当該手段を採ろうとしていることから，責任財産の保全のための手段であることは容易に想到す

るだろう。そして，ＡＥ間の本件売買契約がＥの欺罔によってなされていることから，この契約をなかっ

たことにすることがＤの求める結論である。そのため，①詐害行為取消権，②Ａの詐欺取消権について

の債権者代位，③Ａの錯誤取消権についての債権者代位，が思いつくと思われる。①について，Ａはあ

くまでも相当の価額で債務の弁済等に充てるために本件不動産を売却していることから，詐害意思が否

定されないのではないかを指摘する必要がある。424条の2が民法改正により新設された趣旨から主観的

には相当対価での処分の場合の帰結を示す必要があろう。②③については，詐欺取消権及び錯誤取消権

が被代位債権にあたることを認定しつつ，その余の要件も充足することを指摘した上で，請求が認めら

れることを丁寧に説明する必要があろう。また，錯誤取消しについては，平成29年の民法改正によって

条文が変わったこともあり，条文に沿った丁寧なあてはめを心がける必要があるのはいうまでもない。 
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民法 解答例 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 〔設問１〕 

１⑴ ＣがＡに対して本件消費貸借契約に基づき，貸金返還請求をするには，当該

契約の効果がＡに帰属する必要がある。ここで，ＢがＡの代理人として本件消

費貸借契約をＢＣ間で締結している。 

本件では，代理人Ｂによる本件消費貸借契約の締結，契約締結の際に代理人

Ｂが本人Ａのためにすることを示した（顕名）が，契約締結に先立って，本件

消費貸借契約締結の代理権をＡはＢに対して，予め授権していなかったので，

要件を欠いている（９９条１項）。 

 ⑵ すると，１１３条１項により，本人たるＡが追認しない限り，無効であって，

Ａに効果帰属しないことになる。 

２⑴ ここで，Ｂは後見開始の審判を経てＡの後見人に就任しており，後見人とし

て，被後見人Ａの財産に関する法律行為についてＡを代表する（８５９条１

項）。すると，Ｂは本人Ａの法定代理人として追認拒絶することができること

になる。 

   しかし，Ｂが自ら無権代理行為をしていながら，Ａの後見人としてその追認

を拒絶することは，認められるか。 

 ⑵ 後見人は，被後見人との関係上，善管注意義務を負う（８６９条，６４４条）

のであるから，後見人が被後見人を代理して一定の法律行為をするか否かを決

するに際しては，その時点での被後見人のおかれた状況を考慮して，被後見人

の利益に合致するよう適切な裁量を行使すべきと解する。また，当該法律行為

に相手方がある場合，取引の安全等相手方の利益にも相応の配慮をしなければ

ならず，代理権の行使が信義則に反することは許されない。 

   そこで，後見人が，その就職前に被後見人の無権代理人としてした行為の追

認を拒絶することが信義則に反するか否かは，①当該法律行為に至るまでの経

緯，②当該法律行為の性質，③追認で被後見人が受ける不利益と追認拒絶で相

手方が受ける不利益，を総合して決するべきである。 

 ⑶ 本件で，①に関して，一人暮らしのＡが倒れていたところをＡの友人Ｃが救

急車で病院に運び，Ａは一命を取り留めたのであり，入院のための資金調達の

あてがないＡに対し，Ｃが無利息で１００万円を融資しようと本件賃貸借契約

を申し出たのである。そして，②に関し，本件賃貸借契約は無利息であるため

Ｃにとって営利性はなく，１００万円という，当座の入院費用として相応な金

額である。また，③に関し，Ａを代理してＢが追認しても，貸手は友人Ｃであっ

て無利息であるからＡへの返済額は１００万円にとどまるので不利益は小さ

く，追認を拒絶すればＣは１００万円の返済を受けられず，不利益は大きい。

   以上を総合すると，Ａの利益のために締結された本件消費貸借契約をＢが追

認拒絶することで，Ｃは１００万円の貸倒れという大きな不利益を負うのであ

る。よって，Ｂによる追認拒絶は信義則に反し，許されない。 

   よって，Ｃは，本件消費貸借契約に基づき，Ａに対し，貸金の返還を請求す

ることができる。 

第２ 〔設問２〕 

１ 詐害行為取消権（４２４条１項）の行使 

 ⑴  Ａは，本件売買契約を詐害行為取消すると考えられる。 

ＤはＡに対する貸金債権という被保全債権を有し，本件売買契約の前に成

立している。 
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 ⑵ しかし，Ａは本件売買契約を締結したのは，Ｄへの５００万円の貸金債務を

弁済するためであったが，他方で，３０００万円相当の価額であるにもかかわ

らず，３００万円で売却している。このような場合も，「債権者を害すること

を知って」といえるか。 

詐害行為取消権の制度は，一般債権者保護を目的としつつも，他方で，債務

者の財産への過度な介入を認めるべきではない。また，客観的に相当対価での

財産処分行為の場合について定めた４２４条の２の制度趣旨は，経済的窮地に

ある債務者の再建の機会を確保することにあるから，再建のための相当価格と

認識した上での売却であれば，これを認める必要もある。 

よって，債務者が債務の弁済のために相当対価と認識した上での売却は， 

「債権者を害することを知って」に当たらない。 

⑶  本件では，Ａは，債権者Ｄへの債務弁済の目的で本件不動産を売却したの

であり，３００万円との売却価額も，相当対価であるとの認識である。Ｅに

騙された事情があるとしても，後見開始の審判が取り消されたに過ぎない高

齢のＡについてみると，相当対価であるとの認識もやむを得ないといえる。

よって，「債権者を害することを知って」に当たらない。 

よって，Ｄは本件売買契約を詐害行為取消できず，これによってはＤの請求

は認められない。 

２ 債権者代位権（４２３条１項）の行使 

⑴ Ｄは，Ａの債権者として，本件売買契約についての取消権を代位行使する

ことが考えられる。 

⑵ まず，Ａは，Ｅから様々 な虚偽の事実を並べ立てられ，本件不動産を，本

来３０００万円相当の価値を有していたのに，３００万円で売っているため，

本件売買契約を詐欺取消することができる（９６条１項）。 

また，Ａは本件不動産以外にめぼしい財産がないため，本件不動産が３００

０万円相当の価値を有していたのに３００万円を超えない価値しかないと認

識していたので，「法律行為の基礎とした事情についてのその認識が真実に

反する錯誤」（９５条１項２号）に陥っていた。そして，本件不動産は甲が居

住している唯一のめぼしい不動産であることも踏まえれば，不動産の売却価

額が１０倍も異なることは，不動産を換金する目的や不動産取引上の社会通

念に照らして重要なものであり（９５条１項柱書），このことは黙示的にＥに

表示されている（９５条２項）。よって，Ａは本件売買契約を錯誤取消できる。

 ⑶ そして，債権者代位権行使の要件に関し，Ａは本件不動産以外にめぼしい財

産がなく，本件不動産の売却価額はＤのＡに対する貸金債権５００万円を下

回るので債務者Ａは無資力状態であり，「債権を保全するために必要があ

る」。また，被保全債権の貸金債権５００万円は弁済期が到来し（４２３条２

項）ている。また，債権者代位権が責任財産保全を目的とする制度だから，

共同担保の保全に適する全ての権利が代位の客体になるので，取消権も代位

行使できる。そして，一身専属権でもない（４２３条１項但書）。 

以上より，ＤはＡの取消権を代位行使でき，本件登記の抹消登記手続を請

求できる。 

以 上
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   憲法 問題 
 

報道機関による取材活動については，一般にその公共性が認められているものの，取材対象者の私

生活の平穏の確保の観点から問題があるとされ，とりわけ，特定の事件・事象に際し取材活動が過熱・

集中するいわゆるメディア・スクラムについて，何らかの対策がとられる必要があると指摘されてき

た。中でも，取材活動の対象が，犯罪被害者及びその家族等となる場合，それらの者については，何

の落ち度もなく，悲嘆の極みというべき状況にあることも多いことから，報道機関に対して批判が向

けられてきた。 

そのような状況の下で，犯罪被害者及びその家族等の保護を目的として，これらの者に対する取材

活動を制限する立法が行われることとなった。 

具体的には，まず，「犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為」を「犯罪等」とし，「犯

罪等により害を被った者及びその家族又は遺族」を「犯罪被害者等」とした上で，報道を業とする者

（個人を含む。以下「報道関係者」という。）の取材活動について，犯罪被害者等に対して取材及び

取材目的での接触（自宅・勤務先等への訪問，電話，ファックス，メール，手紙，外出時の接近等）

を行うこと（以下「取材等」という。）を禁止する。ただし，当該犯罪被害者等の同意がある場合は

この限りでない（この同意は，報道関係者一般に対するものでも，特定の報道関係者に対するもので

もあり得る。）。なお，捜査機関は，捜査に当たる場合には，犯罪被害者等が取材等に同意するか否か

について確認し，報道関係者から問合せがあった場合には回答するものとするほか，犯罪被害者等が

希望する場合には，その一部又は全員が取材等に同意しないことを記者会見等で公表することもでき

る。 

次に，以上の取材等の禁止（犯罪被害者等の同意がある場合を除く。）に違反する報道関係者があっ

た場合，捜査機関が所在する都道府県の公安委員会は，当該報道関係者に対して，行政手続法等の定

めるところに従い憲法上適正な手続を履践した上で，取材等中止命令を発することができる。この命

令に違反した者は処罰される。したがって，犯罪被害者等へ取材等を行うことは，犯罪被害者等の同

意がある場合を除き禁止されるが，直ちに処罰されるわけではなく，処罰されるのは取材等中止命令

が発出されているにもかかわらず，取材等を行った場合であるということになる。 

なお，犯罪被害者等は，取材等中止命令の解除を申し出ることができ，その場合，当該命令は速や

かに解除される。また，上述のとおり，犯罪被害者等の同意がある場合は，取材等の禁止は適用され

ない。 

以上のような立法による取材活動の制限について，その憲法適合性を論じなさい。 
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   憲法 解答のポイント 
  

本問においては，①報道機関による取材活動の自由が憲法上保障されるか，②取材活動の自由への制

約がいかなる場合に正当化できるかが問題となる。 

 ①については，博多事件フィルム判決（最判昭44.11.26）を踏まえつつ，報道の自由が憲法上保障さ

れていることを説明した上で，本問で問題となっている報道機関による取材活動の自由が憲法上保障さ

れるかについて，学説などを踏まえながら，説得的に論じることが必要になる。 

 ②については，本件立法による取材活動の自由に対する制約の正当化につき，本件立法によって制約

される権利の重要性やその態様，本件立法の仕組みを踏まえつつ，適切な審査基準を定立することとな

る。  

審査基準を用いてのあてはめにおいては，目的を問題文中の「犯罪被害者及びその家族等の保護」と

いう文言に着目しながら，的確に論じる必要がある。そして，本件立法によって目的を達成できること

について触れつつも，取材等が制限されていることによる弊害を指摘しつつ，犯罪被害者等の保護とい

う目的を達成する上での手段として過剰性を有するかなどについて問題文中の事情を踏まえて検討し，

本件立法が取材活動の自由に対する制約として正当化できるか論じることが必要となる。 

また，本問においては，徳島市公安条例事件（最判昭50.9.10）の規範を用いつつ，本件立法の内容

が漠然性故に無効といえるか，及び過度に広範でないかについても触れられるとよいだろう。 
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憲法 解答例 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 報道関係者が行う取材等を禁止する本件立法は，憲法（以

下略）21条1項に違反し，違憲でないか。 

１ まず，博多駅事件は，報道機関の報道は，民主主義社会にお

いて，国民が国政に関与するにつき，重要な判断の資料を提供

し，国民の知る権利に奉仕するものであるから，報道の自由は，

表現の自由を規定した21条の保障の下にあるとし，また，報道

機関の報道が正しい内容をもつためには，報道の自由ととも

に，報道のための取材の自由も，21条の精神に照らし，十分尊

重に値するものといわなければならないとしている。 

  この点，上記判例の取材の自由に対する判示は明確ではない

が，報道は取材・編集・発表という一連の行為からなるため，

取材は報道の不可欠の前提といえる。そうだとすれば，取材の

自由を保障しなければ，報道の自由の保障は達成されない。

よって，取材の自由も21条によって保障されるものと考えられ

る。 

２ 本件において，取材等中止命令及びその違反による処罰は，

取材に同意しない犯罪被害者等への取材等の制限にすぎず，同

意がある場合や犯罪加害者，事件の目撃者への取材といった他

の手段による取材は否定されないため，取材の自由に対する制

約はないとも考えられる。しかし，犯罪被害者等はいわば事件

の当事者であって，そのような者への取材は報道において重要

な意義を有する。そのため，犯罪被害者等への取材等を禁止す

る本件立法は，取材の自由に対する制約といえる。 

第２ 文面審査 

 本件立法は，21条によって保障される取材の自由に対し，処罰

をもって制約するものであるから，表現活動の萎縮効果を防止す

る観点，及び，31条による適正手続の観点から，明確性を有する

ものでなければならない。この点，徳島市公安条例事件は，法令

の不明確性につき通常の判断能力を有する一般人の理解におい

て，具体的場合に当該行為がその適用を受けるものかどうかの判

断を可能ならしめるような基準が読み取れるかどうかによるも

のとした。本件において，犯罪等，犯罪被害者等につき定義をお

き，行為態様も明示されているため，一般人の理解において基準

が読み取れるものといえる。そのため，漠然性故に無効とはいえ

ない。また，規制される行為を限定的に規定しているため，過度

に広汎ともいえない。したがって，本件立法は明確性を有する。

第３ 適用審査 

１⑴ 取材活動は，その態様も多種多様であり，取材対象者の私

生活の平穏の実現等というような憲法上の要請（13条参照）

があるときは，ある程度の制約を受けることのあることも否

定することはできない（博多駅事件参照）。そこで，以下，

本件制約が正当化されるか検討する。 

⑵ 精神的自由の一つである取材の自由は，自己の思想及び人

格を形成・発展させ，社会生活の中にこれを反映させていく
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うえにおいて欠くことのできないものであり，また，民主主

義社会における思想及び情報の自由な伝達，交流の確保とい

う基本的原理を真に実効あるものたらしめるためにも，必要

なところであり，重要な権利である（よど号ハイジャック記

事抹消事件参照）。 

⑶ もっとも，取材活動は,表現行為である報道そのものでは

なく，その前提となる活動であるにすぎず，報道の自由その

ものと比較して取材の自由の憲法上の保障の程度は弱い。 

さらに，本件立法は，取材等の禁止に違反する報道関係者

があった場合には，取材等中止命令が発せられ，この命令に

違反した場合に初めて処罰されるという段階的な制約にと

どまるため，制約の程度は強くはない。 

⑷ したがって，本件立法による取材活動の制限は，立法目的

が重要なものであり，目的と手段との間に実質的な関連性が

ない限り，違憲となると解する。 

２⑴ 本件立法の目的は，犯罪被害者等に対する取材活動を制限

することによって，何の落ち度もなく，また悲嘆の極みとい

うべき状況にあることも多い犯罪被害者等の私生活の平穏

を確保するという犯罪被害者等の保護にあり，かかる目的の

重要性は認められる。 

⑵ 確かに，犯罪被害者等に対する取材等を，犯罪被害者等の

同意がない限り禁止すれば，メディア・スクラム等が発生す

ることはなく，犯罪被害者の私生活の平穏は確保されるた

め，上記目的達成に役立つ。また，報道関係者は捜査機関に

対して問い合わせをすることにより犯罪被害者等の同意の

有無を明確に確認することができ，取材活動が過度に萎縮す

ることはない。さらに，取材等中止命令の解除を犯罪被害者

等は申し出ることができるため，事後的な翻意の機会は与え

られており，取材の自由に対する過剰な制約ではないとも考

えられる。 

⑶ しかし，本件立法の仕組みでは，メディア・スクラム等が

発生せず，犯罪被害者等の私生活の平穏が確保されるような

取材等も一律に禁止されてしまうため，過剰な手段であり，

目的と手段との間に実質的関連性が認められないと解すべ

きである。本件立法の仕組みでは犯罪被害者等の同意は，報

道機関ごとに取材を受けるか受けないか,0か100かを選べる

にすぎないが，各報道機関による犯罪被害者等に対する接触

の方法や場所，日時を限定する方法によることや犯罪被害者

等が取材拒否の意思を表明した場合には取材をすることが

できなくするといったような措置によれば，メディア・スク

ラム等が発生し犯罪被害者等の私生活の平穏が害されるよ

うな事態が発生することを十分に防止できる。 

３ よって，本件立法手段と目的との間に実質的関連性が認めら

れないため，本件立法は21条1項に反し，違憲である。 以上
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   刑法 問題 
 

以下の事例に基づき，甲の罪責について論じなさい（特別法違反の点を除く。）。 

 

１ 甲（２８歳，男性，身長１６５センチメートル，体重６０キログラム）は，２年前に養子縁組に

よって氏を変更し，当該変更後の氏名（以下「変更後の氏名」という。）を用いて暴力団Ｘ組組員

として活動を始めた。甲は，自営していた人材派遣業や日常生活においては，専ら当該変更前の氏

名（以下「変更前の氏名」という。）を用いていた。 

２ 甲は，Ｘ組と抗争中の暴力団Ｙ組の組長乙を襲撃する計画を立てていたところ，乙が，交際中の

Ａ宅に足繁く通っているとの情報を入手した。甲は，Ａ宅を監視する目的で，Ａ宅の向かいにある

Ｂ所有のマンション居室（以下「本件居室」という。）を借りるため，某月１日，Ｂに会い，「部屋

を借りたい。」と申し込んだ。Ｂは，暴力団員やその関係者とは本件居室の賃貸借契約を締結する

意思はなく，準備していた賃貸借契約書にも「賃借人は暴力団員又はその関係者ではなく，本物件

を暴力団と関係する活動に使いません。賃借人が以上に反した場合，何らの催告も要せずして本契

約を解除することに同意します。」との条項（以下「本件条項」という。）を設けていた。Ｂは，甲

に対し，本件条項の内容を説明した上，身分や資力を証明する書類の提示のほか，家賃の引落しで

使用する口座の指定を求めた。 

甲は，自己がＸ組組員であり，Ａ宅を監視する目的で本件居室を使用する予定である旨告げれば，

前記契約の締結ができないと考え，Ｂに対し，Ｘ組組員であることは告げず，その目的を秘しつつ

本件居室を人材派遣業の事務所として使用する予定である旨告げた。甲は，Ｂに変更後の氏名を名

乗れば，暴力団員であることが発覚する可能性があると考え，Ｂに対し，変更前の氏名を名乗った

上，養子縁組前に取得し，氏名欄に変更前の氏名が記載された正規の有効な自動車運転免許証を示

した。また，甲は，養子縁組前に開設し，口座名義を変更していない預金口座の通帳に十分な残高

が記帳されていたため，Ｂに対し，同通帳を示し，同口座を家賃の引落しで使用する口座として指

定した。甲は，同日，前記契約書の賃借人欄に現住所及び変更前の氏名を記入した上，その認印を

押し，同契約書をＢに渡した。Ｂは，甲が暴力団員やその関係者でなく，本件居室を暴力団と関係

する活動に使うつもりもない旨誤信し，甲との間で上記契約を締結した。この際，甲には家賃等必

要な費用を支払う意思も資力もあった。 

なお，前記マンションが所在する某県では，暴力団排除の観点から，不動産賃貸借契約には本件

条項を設けることが推奨されていた。また，実際にも，同県の不動産賃貸借契約においては，暴力

団員又はその関係者が不動産を賃借して居住することによりその資産価値が低下するのを避けた

いとの賃貸人側の意向も踏まえ，本件条項が設けられるのが一般的であった。 

３ 乙の警護役であるＹ組組員の丙（２０歳，男性，身長１８０センチメートル，体重８５キログラ

ム）は，同月９日午前１時頃，Ａ宅前路上に停めた自動車に乗り，Ａ宅にいた乙を待っていたとこ

ろ，前記マンション敷地から同路上に出てきた甲を見掛けた。その際，丙は，甲のことを，風貌が

甲と酷似する後輩の丁と勘違いし，甲に対し，「おい，こんな時間にどこに行くんだ。」と声を掛け

た。これに対し，甲は，無言で上記路上から立ち去ろうとした。これを見た丙は，丁に無視された

と思い込み，同車から降りて甲を追い掛け，「無視すんなよ。こら。」と威圧的に言い，上記路上か

ら約３０メートル先の路上において，甲の前に立ち塞がった。丙は，その時，甲が丁でないことに

気付くとともに，暴力団員風で見慣れない人物であったことから，その行動を不審に思い，乙に電

話で報告しようと考え，着衣のポケットからスマートフォンを取り出した。他方，甲は，丙が取り

出したものがスタンガン（高電圧によって相手にショックを与える護身具）であると勘違いし，そ

れまでの丙の態度から，直ちにスタンガンで攻撃され，火傷を負わされたり，意識を失わされたり

するのではないかと思い込み，同日午前１時３分頃，自己の身を守るため，丙に対し，とっさに拳

でその顔面を１回殴ったところ，丙は，転倒して路面に頭部を強く打ち付け，急性硬膜下血腫の傷

害を負い，そのまま意識を失った。なお，甲は，丙の態度を注視していれば，丙が取り出したもの
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がスマートフォンであり，丙が直ちに自己に暴行を加える意思がないことを容易に認識することが

できた。 

甲は，同日午前１時４分頃，丙が身動きせず，意識を失っていることを認識したが，丙に対する

怒りから，丙に対し，足でその腹部を３回蹴り，丙に加療約１週間を要する腹部打撲の傷害を負わ

せた。 

丙は，同日午前９時頃，搬送先の病院において，前記急性硬膜下血腫により死亡したが，甲の足

蹴り行為により死期が早まることはなかった。 

 

 

 

 

   刑法 解答のポイント 
  

本問においては，まず甲がＢに対して暴力団員であることを秘して，本件居室に関する賃貸借契約を

締結した行為に詐欺利得罪（刑法２４６条２項）が成立するかが問題となる。本問においては，詐欺罪

の構成要件の中でも，「欺く行為」について本件条項の存在や暴力団員について秘しているといった問

題文中の事実を摘示しながら丁寧に論じつつ，その他の要件についても過不足なく当てはめることが必

要となる。 

次に，甲の本件居室に係る賃貸借契約書の賃借人欄に変更前の氏名を記載して押印しＢに渡した行為

に，有印私文書偽造及び同行使罪（刑法１５９条１項，１６１条１項）が成立するかが問題となる。本

問において，甲は日常生活でも使用している変更前の氏名を契約書に記入したことが，「偽造」に当た

るのかが問題となり，「偽造」の定義を明らかにしつつ，賃貸借契約書という文書の性質を踏まえなが

ら，論じることが求められる。 

そして，問題の後半部分においては，甲の丙の顔面を殴った行為（第１暴行）と，足で腹部を３回蹴っ

た行為（第２暴行）について，一連一体の行為と評価できるかが問題となる。解答例においては，第１

暴行と第２暴行につき，行為態様の共通性や時間的場所的接着性が認められるものの，意思の連続性が

認められないことから，第１暴行と第２暴行を分けて検討している。これらの行為を一連一体の行為と

評価することも可能であり，最決平20.6.25などを参考にしながら，自説について説得的に論じること

が必要である。 

まず，第１暴行は，甲は正当防衛の要件に当たる事実が存在しないにもかかわらず，丙がスタンガン

で攻撃してくると誤信していたため，誤想防衛が成立し，第１暴行には傷害致死罪が成立しない。もっ

とも，甲は丙の態度を注視すれば，丙が暴行を加える意思がないことを容易に認識することができ，丙

は甲に殴打されたことによって生じた傷害により死亡していることから，甲の行為には過失致死罪（刑

法２１０条）が成立する。 

そして，甲の丙が身動きしないにもかかわらず怒りから腹部を蹴った行為については，傷害罪（刑法

２０４条）が成立する。 

なお，罪数処理についても条文を指摘し，正確に当てはめることが必要である。 
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刑法 解答例 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 甲のＢに対して暴力団組員であること及び使用目的を秘しつつ，本件居室を人材派

遣業の事務所として使用する予定であると告げた行為につき，詐欺利得罪（２４６条２

項）が成立しないか。 

１ 「欺」く行為とは，財産上の利益の処分の判断の基礎をなす重要な事実を偽ることを

いう。 

  甲は自らが暴力団Ｘ組員である旨及びＡ宅監視目的であることを秘した上で，本件居

室を人材派遣業の事務所として利用する予定であると告げて，本件居室契約を締結して

いる。Ｂは暴力員やその関係者とは本件居室の賃貸借契約を締結する意思はなかったこ

と，反社会的勢力排除条項たる本件条項が本件居室の賃貸借契約書に設けられていたこ

と，その旨口頭でも説明がなされていたことからすれば，ＢはＸが暴力団組員であるこ

とを知っていれば，本件居室の賃貸借契約を甲との間で締結することはなかったといえ

る。よって，当該行為は，財産上の利益の処分の判断の基礎をなす重要な事実を偽る行

為にあたる。 

  よって，当該行為は「欺」く行為にあたる。 

２ 当該行為の結果，Ｂは，Ｘが本件居室を真に人材派遣業の事務所として利用するもの

と誤信し，本件居室の賃貸借契約を締結するに至っていることから，「財産上不法な利益

を得」たといえる。 

３ 以上より，当該行為に詐欺利得罪が成立する。 

第２ 本件居室の賃貸借契約書（以下「本件契約書」という。）に変更前の氏名を記載した

行為につき，有印私文書偽造罪（１５９条１項）及び同行使罪（１６１条１項）が成立

しないか。 

１ 甲は，本件賃貸借契約書を真正な文書としてＢに対して交付する目的を有しており「行

使の目的」が認められる。また，本件契約書は，賃貸借契約が適法に存在することを証

明する文書であることから，「権利，義務…に関する文書」にもあたる。 

２⑴ もっとも，甲の記載した変更前の氏名は，甲が日常生活等で用いているものである

ため，「偽造」したといえるかが問題となる。 

 ⑵ １５９条１項の保護法益は文書に対する公共の信頼にあることから，「偽造」とは，

名義人と作成者との間の人格的同一性に齟齬を生じさせることをいう。 

 ⑶ 作成名義人とは，その文書から看取される意思の主体をいうところ，本件契約書の

作成名義人は，賃借人として記載された「変更前の氏名」を有する甲である。そして，

作成者とは，文書作成に関する意思主体をいうところ，本件契約書を作成したのは甲

であり，「変更前の氏名」は日常生活等でも使われていることから，名義人と作成者と

の間の人格的同一性に齟齬はないようにも思える。しかし，甲は暴力団Ｘ組員として

活動する際は「変更後の氏名」を用いていた。そして，本件居室の賃貸借契約締結は，

Ｘ組と抗争中の暴力団Ｙ組の組長乙を襲撃するための下準備としてなされているた

め，本件賃貸借契約書への記載はＸ組員の活動としての行為であるといえる。そのた

め，本件契約書の作成者は「変更後の氏名」を有する甲であり，作成名義人との間の

人格的同一性に齟齬を生じさせているといえ，「偽造」にあたる。 

４ 変更前の氏名を記載していることから，「他人の…署名を使用して」ともいえる。 

５ 以上より，当該行為につき，有印私文書偽造罪が成立する。 

６ また，本件契約書は「前二条の文書」であり，これを真正な文書としてＢの認識可能

な状態に置いている以上「行使」といえ，偽造有印私文書行使罪が成立する。 

第３ 丙に暴行を加え，死亡させた行為につき，傷害致死罪（２０５条）が成立しないか。

１⑴ 丙の顔面を１回殴ること（以下「第１暴行」という。）は有形力の行使であり，これ
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により丙は急性硬膜下血種の 「傷害」を負っており，結果として「死亡させ」てい

るから，第１暴行は傷害致死罪（２０５条）の構成要件に該当する。また，丙の腹部

を足で３回蹴ること（以下「第２暴行」という。）で丙は加療約一週間を要する腹部打

撲の「傷害」を負っており，かかる行為は傷害罪の構成要件に該当する。 

   もっとも，第１暴行の直後に第２暴行がなされており，時間的にも場所的にも両者

は非常に近接している。そこで，第１暴行及び第２暴行を全体として一連一体の１個

の行為とみることができるか。 

 ⑵ 行為は主観と客観の統合であるから，①行為態様の共通性，②時間的・場所的近接

性，③意思の連続性が認められる場合に行為の一体性が認められると解する。 

 ⑶ 本問では，第１暴行と第２暴行はＸの身体という同一の法益に向けられた有形力の

行使であり，同一の機会に行われているから，①行為態様の共通性，②時間的・場所

的近接性が認められる。もっとも，甲は，第１暴行によって丙が身動きせず意識を失っ

ていることを認識したうえであえて第２行為を行っており，もはや防衛の意思の有無

という点で，両者は明らかに性質を異にするといわざるを得ない。そのため，両者の

行為の間の意思には断絶が認められ，③意思の連続性が認められない。  

⑷ したがって，第１暴行及び第２暴行は別個の行為として以下検討する。 

２ 前述のとおり，第１暴行は傷害致死罪の構成要件該当性が認められる。また，丙はス

マートフォンを取り出そうとしたに過ぎず，甲の法益が侵害される危険性はなかったの

であり，「急迫不正の侵害」は存在せず，正当防衛（３６条１項）も認められない。 

⑴ もっとも，甲は丙がポケットよりスタンガンを出そうとしているものと誤信してお

り，その主観においては「急迫不正の侵害」が認められ，正当防衛が成立しているこ

とになる。そこで，かかる場合に誤想防衛として責任故意が阻却されないか。 

⑵ 故意責任の本質は，規範の問題に直面したにもかかわらず，行為を行ったことに対

する非難にある。そのため，正当防衛の事実を認識している場合には，規範に直面し

たといえず非難し得ないから，責任故意が阻却される。 

 ⑶ 甲は丙がスタンガンをポケットから出してくると誤信しており，主観においては「急

迫不正の侵害」が認められ，これから自己を「防衛するため」に当該行為を行ってお

り，かかる行為は武器対等の原則及び丙が甲よりも若く体格も恵まれているから相当

性を有するといえ「やむを得ずにした行為」といえる。そのため，正当防衛の事実を

認識していたといえる。 

 ⑷ よって，責任故意が阻却され，傷害致死罪は成立しない。 

⑸ もっとも，甲は注意深く丙を見ていれば，ポケットから取り出した物がスマート

フォンであったことを容易に認識し得たことから，上記誤信をするにつき過失が認め

られ，過失致死罪（２１０条）が認められる。 

３⑴ 前述のとおり，丙の腹部を足で３回蹴る行為は傷害罪の構成要件に該当し，また，

丙は意識を失っていることから正当防衛も成立せず，主観において防衛の意思が認め

られないことから責任故意の阻却も認められない。 

⑵ 以上より，当該行為につき，傷害罪が成立する。 

第４ 罪数 

 以上より，甲には①詐欺利得罪，②有印私文書作成罪，③同行使罪，④過失致死罪，⑤

傷害罪が成立し，①ないし③が目的手段の関係に立つから牽連犯（５４条１項後段）とな

り，これと④，⑤が別個の行為のため併合罪（４５条前段）となる。      

以 上
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   法律実務基礎科目（民事） 問題 
 

司法試験予備試験用法文を適宜参照して，以下の各設問に答えなさい。ただし，登記上の利害関係

を有する第三者に対する承諾請求権（不動産登記法第６８条参照）を検討する必要はない。 

なお，解答に当たっては，文中において特定されている日時にかかわらず，試験時に施行されてい

る法令に基づいて答えなさい。 

 

〔設問１〕 

弁護士Ｐは，Ｘから次のような相談を受けた。 

 

【Ｘの相談内容】 

「私（Ｘ）はＺ県の出身ですが，大学卒業後は仕事の都合でＺ県を離れていました。近年，定

年退職の時期が迫り，老後は故郷に戻りたいと考え，自宅を建築するためにＺ県内で手頃な土地

を探していたところ，甲土地の所有者であるＡが甲土地を売りに出していることを知り，立地も

良かったことから，甲土地を買うことにしました。 

私は，令和２年５月１日，Ａから，売買代金５００万円，売買代金の支払時期及び所有権移転

登記の時期をいずれも同月２０日とし，代金の完済時に所有権が移転するとの約定で甲土地を買

い受け，同月２０日に売買代金を支払いました。なお，所有権移転登記については，甲土地の付

近に居住し，料亭を営む私の兄のＢを名義人とした方が都合がよいと考え，ＡやＢと相談の上，

Ｂ名義で所有権移転登記を経由することにしました。 

ところが，甲土地の購入後，私は，引き続き勤務先で再雇用されることになり，甲土地上に自

宅を建築するのを見合わせることにしました。すると，令和７年７月上旬頃，甲土地の隣地に住

むＣから，甲土地を使わないのであれば１０００万円で買い受けたいとの申出があり，諸経費の

負担を考慮しても相当のもうけがでることから，甲土地をＣに売ることにしました。 

私は，早速，Ｃに甲土地を売却する準備にとりかかり，甲土地の登記事項証明書を取り寄せま

した。すると，原因を令和２年８月１日金銭消費貸借同日設定，債権額を６００万円，債務者を

Ｂ，抵当権者をＹとする別紙登記目録（略）記載の抵当権設定登記（以下「本件抵当権設定登記」

という。）がされていることが判明しました。 

私は，慌ててＢに確認したところ，Ｂは，経営する料亭の資金繰りが悪化したことから，令和

２年８月１日，友人のＹから，返済期限を同年１２月１日，無利息で，６００万円の融資を受け

るとともに，甲土地に抵当権を設定したが，返済が滞っているとのことでした。 

以上のとおり，甲土地の所有者は私であり，本件抵当権設定登記は所有者である私に無断でさ

れた無効なものですので，Ｙに対し，本件抵当権設定登記の抹消登記手続を求めたいと考えてい

ます。なお，Ｂは，甲土地の所有権名義を私に戻すことを確約していますし，兄弟間で訴訟まで

はしたくありませんので，今回は，Ｙだけを被告としてください。」 

 

弁護士Ｐは，令和８年１月１５日，【Ｘの相談内容】を前提に，Ｘの訴訟代理人として，Ｙに対し，

本件抵当権設定登記の抹消登記を求める訴訟（以下「本件訴訟」という。）を提起することにした。 

 

以上を前提に，以下の各問いに答えなさい。 

(1) 弁護士Ｐが，本件訴訟において，Ｘの希望を実現するために選択すると考えられる訴訟物を記載

しなさい。 

(2) 弁護士Ｐが，本件訴訟の訴状（以下「本件訴状」という。）において記載すべき請求の趣旨（民

事訴訟法第１３３条第２項第２号）を記載しなさい。なお，付随的申立てについては，考慮する必

要はない。 
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(3) 弁護士Ｐは，本件訴状において，仮執行宣言の申立て（民事訴訟法第２５９条第１項）をしなかっ

た。その理由を，民事執行法の関係する条文に言及しつつ，簡潔に説明しなさい。 

(4) 弁護士Ｐは，本件訴状において，請求を理由づける事実（民事訴訟規則第５３条第１項）として，

以下の各事実を主張した。 

(あ) Ａは，令和２年５月１日当時，甲土地を所有していた。 

(い) Ａは，〔①〕。 

(う) 甲土地について，〔②〕。 

上記①及び②に入る具体的事実を，それぞれ記載しなさい。 

 

〔設問２〕 

弁護士Ｑは，本件訴状の送達を受けたＹから次のような相談を受けた。 

 

【Ｙの相談内容】 

「(a) 私（Ｙ）は，Ｂの友人です。私は，令和２年７月下旬頃，Ｂから，Ｂが経営する料亭の

資金繰りに困っているとして，６００万円を貸してほしいと頼まれました。私は，他な

らぬＢの頼みではありましたが，金額も金額なので，誰かに保証人になってもらうか，

担保を入れてほしいと告げました。すると，Ｂは，令和２年５月１日に所有者であるＡ

から売買代金５００万円で甲土地を買っており，甲土地を担保に入れても構わないと述

べたため，私は，貸付けに応じることにしました。私は，令和２年８月１日，Ｂに対し，

返済期限を同年１２月１日，無利息で６００万円を貸し付け，同年８月１日，Ｂとの間

で，この貸金債権を被担保債権として，甲土地に抵当権を設定するとの合意をしました。

ところが，Ｂは，令和４年１２月１日に１００万円を返済し，令和７年１２月２５日に

２００万円を返済したのみで，それ以外の返済をしません。 

Ｘは，Ｘが令和２年５月１日にＡから甲土地を買ったと主張していますが，同日にＡ

から甲土地を買ったのはＸではなくＢであり，私は，所有者であるＢとの間で甲土地に

抵当権を設定するとの合意をし，その合意に基づき本件抵当権設定登記を経由したので

すから，正当な抵当権者であり，本件抵当権設定登記を抹消する必要はありません。 

（b) 仮にＸが主張するとおり，ＢではなくＸが甲土地の買主であったとしても，Ｂは，令

和２年８月１日の貸付けの際，甲土地の登記事項証明書を持参しており，私が確認する

と，確かにＢが甲土地の所有名義人となっていましたので，私は，Ｂが甲土地の所有者

であると信じ，上記(a)で述べたとおり，Ｂに対して６００万円を貸し付け，抵当権の設

定を受けたのです。仮にＸが甲土地の買主であったとしても，Ｘの意思でＢ名義の所有

権移転登記がされたことは明らかですので，今回の責任はＸにあることになります。私

は，本件抵当権設定登記の抹消に応じる必要はないと思います。」 

 

弁護士Ｑは，【Ｙの相談内容】を前提に，Ｙの訴訟代理人として，本件訴訟の答弁書（以下「本件

答弁書」という。）を作成した。 

 

以上を前提に，以下の各問いに答えなさい。 

(1) ①弁護士Ｑは，【Ｙの相談内容】(a)の言い分を本件訴訟における抗弁として主張すべきか否か，

その結論を記載しなさい。②抗弁として主張する場合には，どのような抗弁を主張するか，その結

論を記載し（当該抗弁を構成する具体的事実を記載する必要はない。），抗弁として主張しない場合

は，その理由を説明しなさい。 

(2) 弁護士Ｑは，【Ｙの相談内容】(b)を踏まえて，本件答弁書において，抗弁として，以下の各事実

を主張した。 
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(ア) Ｙは，Ｂに対し，令和２年８月１日，弁済期を同年１２月１日として，６００万円を貸し付け

た。 

(イ) ＢとＹは，令和２年８月１日，Ｂの（ア）の債務を担保するため，甲土地に抵当権を設定する

との合意をした（以下「本件抵当権設定契約」という。）。 

(ウ) 本件抵当権設定契約当時，〔①〕。 

(エ) （ウ）は，Ｘの意思に基づくものであった。 

(オ) Ｙは，本件抵当権設定契約当時，〔②〕。 

(カ) 本件抵当権設定登記は，本件抵当権設定契約に基づく。 

 

(ⅰ) 上記①及び②に入る具体的事実を，それぞれ記載しなさい。 

(ⅱ) 弁護士Ｑが，本件答弁書において，【Ｙの相談内容】(b)に関する抗弁を主張するために，上記

(ア)の事実を主張した理由を簡潔に説明しなさい。 

 

〔設問３〕 

弁護士Ｐは，準備書面において，本件答弁書で主張された【Ｙの相談内容】(b)に関する抗弁に対

し，民法第１６６条第１項第１号による消滅時効の再抗弁を主張した。 

弁護士Ｑは，【Ｙの相談内容】を前提として，二つの再々抗弁を検討したところ，そのうちの一方

については主張自体失当であると考え，もう一方のみを準備書面において主張することとした。 

 

以上を前提に，以下の各問いに答えなさい。 

(1) 弁護士Ｑとして主張することとした再々抗弁の内容を簡潔に説明しなさい。 

(2) 弁護士Ｑが再々抗弁として主張自体失当であると考えた主張について，主張自体失当と考えた理

由を説明しなさい。 

 

〔設問４〕 

Ｙに対する訴訟は，審理の結果，Ｘが敗訴した。すると，Ｂは，自分が甲土地の買主であると主張

して，Ｘへの所有権移転登記手続を拒むようになった。そこで，弁護士Ｐは，Ｘの訴訟代理人として，

Ｂに対して，所有権に基づく妨害排除請求権としての所有権移転登記請求権を訴訟物として，真正な

登記名義の回復を原因とする所有権移転登記を求める訴訟（以下「本件第２訴訟」という。）を提起

した。 

第１回口頭弁論期日で，Ｂは，Ａが令和２年５月１日当時甲土地を所有していたことは認めたが，

ＡがＸに対して甲土地を売ったことは否認し，自分がＡから甲土地を買ったと主張した。 

その後，第１回弁論準備手続期日で，弁護士Ｐは，書証として令和２年５月２０日にＡの銀行預金

口座に宛てて５００万円が送金された旨が記載されたＸ名義の銀行預金口座の通帳（本件預金通帳）

及び甲土地の令和３年分から令和７年分までのＢを名宛人とする固定資産税の領収書（本件領収書）

を提出し，いずれも取り調べられ，Ｂはいずれも成立の真正を認めた。 

その後，２回の弁論準備手続期日を経た後，第２回口頭弁論期日において，本人尋問が実施され，

Ｘは次の【Ｘの供述内容】のとおり，Ｂは次の【Ｂの供述内容】のとおり，それぞれ供述した。 

 

【Ｘの供述内容】 

「私はＺ県の出身ですが，大学卒業後は仕事の都合でＺ県を離れていました。近年，定年退職

の時期が迫り，老後は故郷に戻りたいと考え，自宅を建築するためにＺ県内で手頃な土地を探し

ていたところ，甲土地の所有者であるＡが甲土地を売りに出していることを知り，立地も良かっ

たことから，甲土地を買うことにし，Ａとの間で，売買代金額の交渉を始めました。最初は，私

が４００万円を主張し，Ａが６００万円を主張していましたが，お互い歩み寄り，代金を５００

万円とすることで折り合いがつきました。 
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私は，令和２年５月１日，兄のＢと共にＡ宅を訪れ，Ａと私は，口頭で，私がＡから売買代金

５００万円で甲土地を買い受けることに合意しました。所有権移転登記については，甲土地の付

近に居住し，料亭を営み地元でも顔が広いＢを所有名義人とした方が，建物建築のための地元の

金融機関からの融資が円滑に進むだろうと考え，ＡやＢの了解を得て，Ｂ名義で所有権移転登記

を経由することにしました。私は，同月２０日，私の銀行口座からＡの銀行口座に５００万円を

送金して，売買代金をＡに支払いました。ところが，甲土地の購入後，私は，引き続き勤務先で

再雇用されることになったため，甲土地上に自宅を建築するのを見合わせることにし，甲土地は

更地のままになり，金融機関から融資を受けることもありませんでした。 

甲土地は，私の所有ですので，令和３年分から令和７年分までその固定資産税は私が負担して

います。甲土地は，登記上は，Ｂが所有者であり，Ｂに固定資産税の納付書が届くので，私は，

Ｂから納付書をもらって固定資産税を納付していました。」 

 

【Ｂの供述内容】 

「私は，Ｚ県内の自己所有の建物で妻子と共に生活をしています。甲土地は，当初は，定年退

職の時期が迫り，老後は故郷に戻りたいと考えたＸが，自宅を建てるために購入しようと，Ａと

の間で代金額の交渉をしていました。しかし，Ｘは，令和２年の正月，やはり老後も都会で生活

したいと考えるようになったので，甲土地の購入はやめようと思う，ただ甲土地は良い物件であ

るし，Ａも甲土地を売りたがっていると述べて，私に甲土地を購入しないかと打診してきました。 

私は，早速甲土地を見に行ったところ，立地もよく，ＸとＡとの間でまとまっていた５００万

円という代金額も安く感じられたことから，私がＡから甲土地を買うことにしました。 

もっとも，令和元年末に私の料亭が食中毒を出してしまい，客足が遠のいており，私自身が甲

土地の売買代金をすぐに工面することはできなかったことから，差し当たり，Ｘに立て替えても

らうことになりました。もちろん，私は，資金繰りがつき次第Ｘに同額を返還するつもりでした

が，なかなか料亭の売上げが回復せず，Ｘに立替金を返還することができないまま，今日に至っ

てしまいました。このことは大変申し訳ないと思っています。 

所有権移転登記の名義が私であることからも，私が甲土地の所有者であることは明らかです。

なお，甲土地の固定資産税は，私が支払っていると思いますが，税金関係は妻に任せており，詳

しくは分かりません。」 

 

以上を前提に，以下の問いに答えなさい。 

弁護士Ｐは，本件第２訴訟の第３回口頭弁論期日までに，準備書面を提出することを予定している。

その準備書面において，弁護士Ｐは，前記の提出された各書証並びに前記【Ｘの供述内容】及び【Ｂ

の供述内容】と同内容のＸ及びＢの本人尋問における供述に基づいて，ＸがＡから甲土地を買った事

実が認められることにつき，主張を展開したいと考えている。弁護士Ｐにおいて，上記準備書面に記

載すべき内容を，提出された各書証や両者の供述から認定することができる事実を踏まえて，答案用

紙１頁程度の分量で記載しなさい。 
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   法律実務基礎科目（民事） 解答のポイント 
 

設問１では，ＸのＹに対する，抵当権設定登記抹消登記手続を求める訴訟について問われている。 

設問１⑴⑵は，頻出であるから確実に回答しなければならない。 

設問１⑶について，本問は意思表示を命ずる判決についての訴訟であるところ，かかる判決は確定の

時に被告の意思表示が擬制されるため，理論上は執行の余地がなく，仮執行宣言を付けられないと解釈

されている。答案上は，民事執行法１７７条１項に言及しつつ，簡潔に説明することが求められる。 

設問１⑷について，①及び②に入る具体的事実が問題となる。所有権に基づく妨害排除請求権として

の抵当権設定登記抹消登記手続請求権の要件事実は，（i）Ｘ所有及び（ⅱ）Ｙ名義の抵当権設定登記の

存在であるところ，本件では，Ｙは令和２年５月１日にＢがＡから甲土地を購入したと主張しているか

ら，同日のＡの所有に権利自白が成立する。したがって，Ｐはⅰの主張として，同日，ＡがＸに対し，

甲土地を５００万円で売却したことを主張する必要がある。 

設問２では，Ｙの相談内容をもとに，弁護士Ｑがすべき主張について問われている。 

設問２⑴について，【Ｙの相談内容】⒜は，Ｘの請求原因のうち(い)を否認するものである。したがっ

て，抗弁として主張すべきではないこととなる。答案では，「簡潔に」との条件がないことから，他の

設問にくらべて相対的に厚く理由を論じることになろう。 

設問２⑵(ⅰ)について，９４条２項「第三者」の抗弁の要件事実が問われている。①には，虚偽の外

観の存在をあらわす事実として，Ｂ名義の登記が存在していた事実が入る。②には，「善意」であるこ

とを示す事実として，Ｂ名義の登記が仮装されたものであることを知らなかった事実が入る。 

設問２⑵(ⅱ)について，(ア)の事実は，Ｙが甲土地について新たに独立した利害関係を有するに至っ

たという事実関係を示すものであるから，主張する必要がある。 

設問３では，消滅時効の再抗弁に対する再々抗弁について問われている。本問では，Ｂは，ＢＹ間の

消費貸借契約の支払期限である令和２年１２月１日から５年が経過した令和７年１２月２５日に２０

０万円を支払っているから，時効援用権の喪失を再々抗弁として主張できるとも思える。もっとも，Ｂ

は，時効期間経過前の令和４年１２月１日に１００万円を支払っている。かかる事実は，一部弁済であ

り，時効の更新事由である「承認」に該当する具体的事実にあたる。そうだとすると，時効期間が経過

していないから，Ｑは，時効更新の再々抗弁が可能である。同主張が可能である以上，時効期間の経過

を前提とする時効援用権の喪失は主張自体失当ということになる。なお，答案では，「簡潔に」との条

件がないことから，他の設問にくらべて相対的に厚く理由を論じることになろう。 

設問４は，弁護士Ｐが，ＸがＡから甲土地を買った事実が認められることを主張するための準備書面

に記載すべき内容が問われている。答案においては，書証としては挙げられている本件預金通帳と本件

領収書についてＸに有利に評価することが求められる。また，Ｘ及びＢの供述についても，Ｘに有利な

評価を説得的にする必要がある。 
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― ＭＥＭＯ ― 
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法律実務基礎科目（民事） 解答例  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 〔設問１〕⑴ 

 所有権に基づく妨害排除請求権としての抵当権設定登記抹消

登記請求権 

第２ 〔設問１〕⑵ 

 被告は，甲土地につき，本件抵当権設定登記の抹消登記手続を

せよ。 

第３ 〔設問１〕⑶ 

 本件では，Ｘの請求を認容する判決が確定することでＹによっ

て本件抵当権設定登記の抹消登記手続の意思表示が擬制される

(民執法１７７条１項本文)。このため，理論上，Ｘの請求を執行

する余地がなく，仮執行宣言を付すことができないと解されるか

らである。 

第４ 〔設問１〕⑷ 

①令和２年５月１日，甲土地をＸに代金５００万円で売った。

②Ｙを名義人とする本件抵当権設定登記がある。 

第５ 〔設問２〕⑴ 

１ ①について 

  主張すべきでない。 

２ ②について 

  原告の請求に対する被告の反論としては，否認と抗弁が考え

られる。このうち，否認とは，相手方の主張する事実と両立せ

ず，反論する側が立証責任を負わない事実の主張であるのに対

し，抗弁とは，相手方の主張する事実と両立し，反論する側が

立証責任を負う事実の主張である。 

  本件で，Ｙは，甲土地をＡから買ったのはＸではなくＢであ

ると主張しているが，これは，ＸがＡから甲土地を買ったとす

るＸの主張と両立しない。これは，理由付き否認となる。 

  したがって，抗弁として主張しないこととなる。 

第６ 〔設問２〕⑵ 

１ （ⅰ）について 

 ①甲土地にＢ名義で所有権移転登記が経由されていた 

 ②Ｘ，Ａ及びＢが相談した結果，Ｂ名義の所有権移転登記がな

されたことを知らなかった 

２ （ⅱ）について 

  Ｑは，Ｙが，民法９４条２項により保護される「第三者」に

当たると主張していると考えられる。 

  「第三者」とは，当事者及び包括承継人以外の者であって，

虚偽表示から生じた法律関係に基づいて新たに当事者から独

立した利害関係を持つに至った者である。本件で，（ア）の事

実は，甲土地の所有権がＸにあるにもかかわらず，Ｂに所有権

があるかのような虚偽の外観に基づいて，Ｂに６００万円を貸

付け，甲土地について本件抵当権設定契約をＹＢ間で締結する

という，虚偽表示から生じた法律関係に基づいて新たに独立し

た利害関係を有するに至ったという事実関係を示すものであ
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る。 

  したがって，（ア）の事実を主張する必要がある。 

第７ 「設問３」⑴ 

 時効の更新の再々抗弁を主張する。 

第８ 「設問３」⑵ 

 Ｂが令和７年１２月２５日に２００万円を弁済したことから，

ＹＢ間の貸金返還請求権の返済期限の消滅時効期間である５年

（民法１６６条１項１号）の経過後の弁済として時効の援用権を

喪失したと再々抗弁で主張するとも思える。しかし，令和４年１

２月２１日という時効完成前にＹに１００万円を返済したこと

で，一部弁済に当たり，「承認」（民法１５２条１項）による時効

が更新されている。すると，時効更新が令和４年１２月２１日に

生じたことで，時効未完成となっており，時効の援用権自体が発

生しないこととなり，時効援用権の喪失の再々抗弁の主張は失当

となる。 

第９ 〔設問４〕 

１ 本件預金通帳から，令和２年５月２０日という甲土地売買契

約の代金支払日に代金額と等しい５００万円をＸがＡに支

払った事実があり，Ｘが甲土地の売買契約の買手であったとい

える。 

２ 次に，Ｘの供述によれば，甲土地の所有権移転登記の名義人

がＢであったのは，建物を建築するにあたり，地元の金融機関

からの融資を円滑に進めるためには，地元で顔が広いＢを名義

人とするのが良いとして，Ｘ・Ａ・Ｂの三者間で合意したから

である。このような経緯は，Ｂが名義人であることの合理的な

説明といえる。 

３ また，Ｂ宛の固定資産税の領収書があるが，登記名義人がＢ

である以上，当然で，ここから直ちにＢが支払っていた事実が

認定されるものではなく，Ｘによれば，Ｘが負担して納付書を

Ｂからもらい固定資産税を納付していたのであり，Ｂの供述に

も，税金関係は妻に任せていて詳しくは分からないと述べるの

みだから，Ｂが固定資産税を納付していたとは考え難い。 

４ 確かに，Ｂは，甲土地の代金をＸが立替え，Ｂに代わりＡに

支払ったと供述するが，ＢＸが兄弟関係でも，５００万円もの

大金を５年以上もＸがＢに対して償還請求しなかったのは不

自然である。寧ろ，立替払はＢが嘘を言っている可能性が高い。

しかも，売買契約当時，食中毒で客足が遠のいていたＢが土地

を新たに購入する経済的余裕がないと考えられる。また，売買

契約当時，ＢはＺ県に既に自己所有の建物で生活していたの

で，Ｚ県内に新たに土地を買う必要はなく，Ｚ県外で暮らして

いたＸが定年退職間近になって，老後に出身地で過ごそうとし

ていたのだから，ＸがＢに土地購入を勧める理由に乏しい。 

５ 以上より，ＸがＡから土地を買ったと認められる。  

以 上
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   法律実務基礎科目（刑事）問題 
 

次の【事例】を読んで，後記〔設問〕に答えなさい。 

 

【事例】 

１ Ｈ地方検察庁検察官Ｐは，Ｉ警察署司法警察員Ｋから，令和２年２月１日にＪ県Ｌ市内の民家

で住人のＶ（７７歳，男性）が殺害された殺人被疑事件について，Ａ（４５歳，男性）を逮捕す

ることの是非について相談を受けた。その時点までに収集された主な証拠の概要は以下のとおり

である。 

⑴ 捜査の端緒に関する捜査報告書（証拠①） 

「令和２年２月１日午後９時５０分頃，Ｖと同居していた息子Ｂから，『Ｖが何者かに殺さ

れている。』旨の１１０番通報があり，同日午後９時５８分頃，警察官がＶ方に臨場したとこ

ろ，Ｖが１階居間の床上に大量に血を流して仰向けに倒れていた。Ｖは，臨場した救急隊員に

より直ちに病院へ搬送されたものの，医師によりＶの死亡が確認された。」 

⑵ 実況見分調書（証拠②） 

「警察官が臨場した際にＶが倒れていた位置は，Ｖ方１階居間中央にある応接テーブルの西

側約１メートルの位置であり，その周囲の床部分には，多量の血痕が付着していた。Ｖ方から

は，遺留指紋６点が採取されたが，凶器の発見には至らなかった。」 

⑶ 遺留指紋に関する捜査報告書（証拠③） 

上記遺留指紋のうち５点は，Ｖの指紋と一致し，残りの１点は，上記応接テーブル上面から

採取されたもので，Ａの指紋と一致した旨が記載されている。 

⑷ 司法解剖医の警察官面前の供述録取書（証拠④） 

「Ｖの死因は，胸部刺創による心臓刺創に起因する失血死である。成傷器は，先端は鋭利，

かつ，刃の長さが１５センチメートル以上の片刃の刃物と推定される。Ｖは，これにより１回

刺突され，ほぼ即死したものと考えられる。」 

⑸ Ｂの警察官面前の供述録取書（証拠⑤） 

「令和２年２月１日午後２時頃，Ｖに見送られて外出した。同日午後９時４５分頃，帰宅し

て自宅に入ると，Ｖが大量に血を流して倒れており，全く反応がなかったので，何者かに殺害

されたのだと思い，１１０番通報した。 

Ａのことは知っている。Ｖは，Ｖ方の東隣の店舗でクリーニング店を営んでおり，Ａは，同

店で１５年間にわたり従業員として働いていた者である。同店の経営状況が悪くなったことか

ら，Ｖが令和元年１２月末にＡを解雇した。しかし，Ａは，新しい就職先が見つからず，令和

２年１月２０日頃から毎日のように同店を訪れては，再び雇ってほしいとＶに懇願しており，

Ｖは，これを断り続けていた。同月２７日夕方には，同店事務室でＶとＡが話をしていた際，

Ａが大声を上げながら両手でＶを突き飛ばしたということがあった。その時は，たまたま店番

をしていた私がＡを制止し，Ａをなだめて帰ってもらった。 

Ａは，Ｖに用があるときはいつもクリーニング店を訪ねて来ており，私が知る限り，ＡがＶ

方に上がったことはなかった。また，Ｖ方１階居間にあった応接テーブル上面は，事件当日，

私が外出する直前の午後１時４５分頃に，私が全体にわたり拭き掃除をした。応接テーブル上

面にＡの指紋が残されていたのであれば，その指紋が付いたのは，私が同日午後２時頃に外出

してから午後９時４５分頃に帰宅するまでの間としか考えられない。」 

⑹ Ｖ方西隣の住民Ｗ１の警察官面前の供述録取書（証拠⑥） 

「令和２年２月１日午後６時頃，私が自宅にいたところ，Ｖ方から男性の大きな怒鳴り声が

聞こえたが，何と言って怒鳴っていたかまでは分からなかった。」 
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２ 検察官Ｐは，司法警察員Ｋからの上記相談に対し，㋐ＡがＶを死亡させた犯人であること（Ａ

の犯人性）について，証拠③等の有力な証拠があるものの，これらの証拠に基づき認められる間

接事実の推認力が十分でないと考えた。そのため，検察官Ｐは，現時点でＡを逮捕することは妥

当ではなく，更なる捜査が必要であると判断し，司法警察員Ｋにその旨を伝えた。 

３ その後，主に以下の証拠が収集され，再度司法警察員Ｋから相談を受けたことから，検察官Ｐ

は，㋑以前に収集された証拠に基づき認められる間接事実に，証拠⑦から⑪に基づき認められる

間接事実が加わったことにより，Ａの犯人性を十分に推認できると考え，Ａを逮捕することが妥

当であると判断して，司法警察員Ｋにその旨を伝えた。 

⑴ Ｃの警察官面前の供述録取書（証拠⑦） 

「Ａは，私の高校時代の同級生で，今も友人である。令和２年２月１日夜，Ａから私の携帯

電話に電話がかかってきた。その通話で，Ａは，『むかついたので人をナイフで刺してやった。

刺したナイフは，高校の近くのＭ県Ｎ市Ｏ町にある竹やぶに投げ捨てた。さすがに見付かるこ

とはないよな。』と言ってきた。その時は，Ａが酒に酔って冗談を言っているものと思って受

け流したが，その後，Ａが前に働いていたクリーニング店の経営者が自宅で刺し殺されたこと

を報道で知って，Ａがやったのではないかと思い，怖くなった。友人であるＡのことを裏切り

たくなくて悩んだが，Ａが罪を犯したのであればきちんと償ってほしいと思い，同月５日朝，

自分から警察に連絡して，Ａから聞いた話を伝えることにした。」 

⑵ Ｃの携帯電話の精査結果に関する捜査報告書（証拠⑧） 

Ｃから任意提出を受けたＣ所有の携帯電話のデータを精査した結果，Ａが契約する携帯電話

の番号がＡの姓名で登録されており，令和２年２月１日午後９時頃に同番号から着信があり，

約５分間にわたって通話した履歴があった旨が記載されている。 

⑶ ナイフの領置経過に関する捜査報告書（証拠⑨） 

Ｃの供述に基づき，警察官がＭ県Ｎ市Ｏ町にある上記竹やぶ内を探索したところ，令和２年

２月５日午前１１時頃，血痕様のものが付着した刃体の長さ約１５．５センチメートルの片刃

のナイフを発見し，これを領置した旨が記載されている。 

⑷ 上記ナイフに付着した血痕様のものに関する鑑定書（証拠⑩） 

上記ナイフに付着した血痕様のものは，人血であり，そのＤＮＡ型は，Ｖのものと一致した

旨が記載されている。 

⑸ 司法解剖医の警察官面前の供述録取書（証拠⑪） 

「上記ナイフは，その形状から，Ｖの死因となった胸部刺創を形成した凶器と考えて矛盾は

ない。上記胸部刺創が，深さ約１５センチメートルに達していた上，肋骨が刺切されていたこ

とに照らすと，凶器をかなり強い力でＶの身体に突き刺したものと認められる。」 

４ Ａは，Ｖを被害者とする殺人罪の被疑事実で通常逮捕され，引き続き，勾留された。勾留期限

までに収集された主な証拠の概要は以下のとおりである。 

⑴ Ｂの検察官面前の供述録取書（証拠⑫） 

証拠⑤記載の内容と同旨。 

⑵ Ｃの検察官面前の供述録取書（証拠⑬） 

証拠⑦記載の内容と同旨。 

⑶ 通行人Ｗ２の警察官面前の供述録取書（証拠⑭） 

「令和２年２月１日午後６時頃，保育園に預けている娘を迎えに行くためＶ方の前を通った

ところ，Ｖ方から，『お前は長年店に尽くしてきた俺のことを何も考えていない。殺すぞ。』と

怒鳴り付ける男性の大声が聞こえた。続いて，別の男性の声で，『ろくに働きもしていなかっ

たくせに。また働かせろなんて無理に決まっているだろう。』と怒鳴り返しているのが聞こえ

た。気になったが，保育園のお迎えの時間が迫っていたので，それ以上は聞かずにその場を離

れた。」 
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⑷ Ｗ２の検察官面前の供述録取書（証拠⑮） 

証拠⑭記載の内容と同旨。 

⑸ Ａの警察官面前の供述録取書（証拠⑯） 

「Ｖを殺したのは私ではない。Ｖ方に上がったこともない。事件があった日は，ずっと自宅

にいたと思う。」 

⑹ Ａの検察官面前の供述録取書（証拠⑰） 

「警察の取調べではうそをついていた。私が持っていたナイフがＶの胸に刺さり，Ｖを死な

せてしまったことは，事実である。しかし，私は，刺そうと思って刺したのではないし，Ｖを

殺すつもりもなかった。事件当日は，Ｖを脅して再雇用に応じさせようと思い，午後６時頃，

ナイフを持ってＶ方に行った。Ｖに居間に通された後，Ｖを脅すために，何も言わずにＶの方

に刃先を向けてナイフを構えたところ，突然Ｖが向かってきたので，とっさに目を閉じて後ず

さりした。次の瞬間，強い衝撃を手に感じ，目を開けるとＶの胸にナイフが突き刺さっていた

ので怖くなり，そのナイフを抜き取って逃げた。」 

５ 検察官Ｐは，勾留期限までに，Ａにつき，Ｖを被害者とする殺人罪の公訴事実（逮捕勾留に係

る被疑事実と同一の内容）で公訴を提起し，同公訴提起に係る殺人被告事件は，公判前整理手続

に付された。 

６ 公判前整理手続において，検察官は，「Ａは，令和２年２月１日午後６時頃，大声でＶを怒鳴

り付けて再雇用を迫ったものの，ＶがかつてのＡの勤務態度を非難して再雇用を断ったため，こ

れに憤慨し，殺意をもって，Ｖの胸部をナイフで１回突き刺し，Ｖを死亡させた。」などと記載

した証明予定事実記載書を裁判所に提出するとともに弁護人に送付し，併せて，証拠①から④，

⑧から⑬，⑮及び⑰の各証拠の取調べを裁判所に請求した。 

これに対し，Ａの弁護人は，証拠⑰と同旨の予定主張を明らかにするとともに，証拠④，⑪，

⑬及び⑮について「不同意」とし，その他の証拠については「同意」との意見を述べたので，検

察官は，司法解剖医，Ｃ及びＷ２の証人尋問を請求した。 

裁判所は，争点を刺突行為及び殺意の有無と整理した上で，司法解剖医，Ｃ及びＷ２につき，

いずれも証人として尋問する旨の決定をするなどし，公判前整理手続を終結した。 

７ その後，第１回公判期日までの間において，Ａの弁護人は，Ａについて保釈の請求をしたが，

Ｈ地方裁判所裁判官は，刑事訴訟法第８９条第１号及び第４号に該当する事由があり，また，同

法第９０条に基づく職権による保釈を許すべき事情も認められないとして，同保釈請求を却下し

た。 

８ 公判期日に実施されたＣの証人尋問において，検察官が，Ｃに対し，事件当日の夜にＡから電

話で聞かされた内容について質問し，Ｃが証拠⑬と同旨の証言をしたところ，㋒Ａの弁護人は，

「ただ今の証言は証拠能力のない伝聞供述であるから，証拠排除を求める。」と述べた。裁判長

が検察官に意見を求めたところ，検察官は，弁護人の申立てには理由がない旨を条文上の根拠と

ともに答えた。 

 

〔設問１〕 

⑴ 下線部㋐に関し，検察官Ｐは，Ｖ方１階居間中央の応接テーブル上面にＡの指紋が付着して

いた事実は，Ａの犯人性を推認させる間接事実であるが，その推認力は限定的であると考えた。

その思考過程を，具体的事実を指摘しつつ答えなさい。なお，証拠⑤に記載されたＢの供述の

信用性は認められることを前提とする。 

⑵ 下線部㋑に関し，検察官ＰがＡの犯人性を十分に推認できると考えた思考過程を，具体的事

実を指摘しつつ答えなさい。なお，証拠⑦に記載されたＣの供述の信用性は認められることを

前提とする。 
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〔設問２〕 

⑴ 公判前整理手続において，Ａの弁護人は，検察官が取調べを請求した証拠の開示を受け，こ

れらの証拠に対してどのような意見を述べるかを検討するに当たり，犯行が行われた時刻頃に

Ｖ方からの物音を聞いた者がＷ２のほかにいるならば，その者の供述録取書の開示を受けたい

と考えた。この場合，Ａの弁護人は，どのような手段を採るべきか，また，その手段を採る際

に具体的にどのようなことを明らかにすべきか，条文上の根拠を示しつつ答えなさい。 

⑵ Ａの弁護人が上記⑴の手段を採ったのに対し，検察官は，証拠⑥をＡの弁護人に開示した。

その検察官の思考過程を，その判断要素を踏まえ，具体的事実を指摘しつつ答えなさい。 

 

〔設問３〕 

下線部㋒に関し，裁判所は，Ａの弁護人の申立てに基づき証拠排除決定をすべきか。検察官が

Ｃの証言によりどのような事実を立証しようとしているかを踏まえた上で，具体的理由を付して

答えなさい。 

 

〔設問４〕 

結審後，判決宣告期日までの間に，Ａの父親が死亡した。Ａの弁護人が勾留中のＡとの接見で

その旨を伝えたところ，Ａから「父の葬儀にだけは出席したい。何とか出席できるようにしてほ

しい。」と依頼された。Ａの弁護人が採り得る複数の手段について，条文上の根拠を示しつつ，本

事例における具体的な事実関係に即して答えなさい。 
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   法律実務基礎科目（刑事）解答のポイント 
  

設問１小問１においては，Ｖ方１階中央の応接テーブル上面にＡの指紋が付着していた事実がＡの犯

人性を推認させる間接事実であるものの，その推認力は限定的であることを，説得的に論じる必要があ

る。その際には，証拠⑤のＢの供述中，Ｂが犯行当日の午後１時４５分に応接テーブル上面全体につい

て拭き掃除をしているという状況において，同テーブルにＡの指紋が付着していたという事実について，

Ａが犯行当日にＶ宅に存在しており犯行可能性があったという点を推認できることにとどまる点につ

いて指摘する必要がある。 

 また，設問１小問２においては，証拠⑦～⑪を適宜用いつつ，ＰがＡの犯人性を推認できると考えた

思考過程について説得的に論じる必要がある。その際には，犯行時刻直後のタイミングにおいて，Ｃに

対する電話でナイフを捨てたことについて述べており，その供述とおりに凶器と同様の形状のナイフが

発見されているといった点を指摘しつつ，凶器とＡを結び付け，Ａの犯人性が推認できることについて

説得的に論じる必要がある。 

 次に，設問２小問１では，公判前整理手続において，弁護人として検察官請求証拠以外の証拠の開示

をしたいと思った場合に採る手続について問われている。弁護人としては，類型証拠開示（刑事訴訟法

３１６条の１５）を行い，犯行当時においてＷ以外に物音を聞いている者の供述録取書の開示を受けた

いと考えていることから，刑事訴訟法３１６条の１５第１項６号の類型に該当する点について条文に即

して的確にあてはめを行う必要がある。 

 そして，設問２小問２においては，弁護人からの類型開示証拠の請求に対して，検察官として開示す

るかについての判断過程を論じることとなる。論述に当たっては，条文に即した判断基準とともに，具

体的事実を摘示しながら説得的に論じることが必要となる。 

 小問３は，弁護人のＣの証言が伝聞証拠に当たるとの申立てについて，裁判所としてどのように対応

すべきかについて問われている。解答例では，Ｃの証言中の，Ａの発言部分について着目し，裁判所が

争点としている殺意の有無について，要証事実としている。Ａの発言部分が真実であれば殺意を認定で

きることから，証言内容の真実性が問題となり，伝聞証拠に当たるとした上で，伝聞例外に当たるかに

ついて条文を的確に引用しつつ論じることが求められる。 

 最後に，小問４では，結審後から判決宣告期日までの間に，被告人の身体拘束を解く必要性が生じた

場合において，弁護人として採り得る手段について検討することが求められている。問題文では，採り

得る複数の手段について，条文の根拠を示しつつ，論じることが求められていることから，勾留の取消

し（刑事訴訟法８７条１項），保釈請求（同法８９条，９０条），勾留の執行停止（同法９５条）という

手段について解答することが必要となるだろう。 
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― ＭＥＭＯ ― 
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法律実務基礎科目（刑事） 解答例  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1 設問１⑴ 

 警察官臨場の際，Ｖ方１階居間中央の応接テーブル上面にはＡの指紋

が付着していた（証拠②③）。Ｂは令和２年２月１日午後１時45分頃に

同テーブル上面全体を拭き掃除している（証拠⑤）ため，Ａの指紋は，

上記時刻から，Ｂが帰宅した午後９時45分までの間に付けられたものと

考えられる。それ以前にＡがＶ方に上がったことはなく，指紋が付着す

る機会はないことからすれば，上記証拠から午後１時45分頃から午後９

時45分の間にＡがＶ方に存在していたことが推認できる。 

しかし，以上からすれば，ＡがＶ方を訪れ，犯行が可能であったとい

う犯人性を推認させる間接事実が認められるにとどまり，ＡがＶを刺し

たことまでは推認できないとの思考過程を経たと考えられる。 

第２ 設問１⑵ 

  Ａは犯行時間の直後の時間にＣに対して，ナイフをＭ県Ｎ市Ｏ町の竹

やぶに投げ捨てたと供述し（証拠⑦），かかる供述通り，当該場所から，

確かに刃渡り15.5センチのナイフが，発見されている（証拠⑨）。 

Ｖは，刃渡り15センチ以上の刃物によって，胸部を刺され死亡したと

推定されるところ（証拠④），発見されたナイフにはＶのＤＮＡ型と合

致する人血の付着しており（証拠⑩），その形状も刃渡り15センチ以上

と認められることから，Ａ殺害に用いられた凶器と特長が一致する。 

また，凶器を捨てた場所は犯人しか知り得ないものである。 

以上の事実及び，ＡがＶ方を訪問していた事実から，Ａの犯人性を強

く推認することができるとの思考過程を経たと考えられる。 

第３ 設問２⑴ 

１ 弁護人は，類型証拠開示請求（刑事訴訟法（以下略）316条の15）の

手段を採るべきである。 

２ そして，Ｗ２以外の者で犯行が行われた時刻頃にＶ方からの物音を聞

いた者の供述録取書は，同条１項６号の類型に該当することを明らかに

すべきである。また，検察官請求証拠である証拠⑮の証明力を判断する

には，上記供述録取書の開示を受けることが重要であること及び証拠⑮

はＷ２が犯行時刻頃にＶ方からの物音を聞いた旨を供述するものであ

るから，その証明力を判断するための証拠開示は，防御の準備のために

必要性が高いことを明らかにすべきである（同項柱書）。 

第４ 設問２⑵ 

まず，証拠⑥は，被告人以外の者であるＷ１の供述録取書であり，検察

官が証拠⑮により直接証明しようとする犯行時刻頃にＶ方から物音が

あった事実の有無に関する供述を内容とするものであるから，刑訴法316

条の15第１項６号に該当する。 

そして，証拠⑮の証明力判断には，同一の時刻頃にＶ方における男性の

大きな怒鳴り声を聞いた旨の住民Ｗ１による供述（証拠⑥）と比較検討し，

内容的に矛盾・齟齬がないかを確認する必要があるため，重要性要件を充

たす。また，開示に伴う弊害を認める事情もなく，相当性要件（同項柱書）

も充たす。 

よって，検察官は証拠⑥をＡの弁護人に開示した。 

第５ 設問３ 
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１⑴ まず，伝聞法則（320条１項）の趣旨は，知覚・記憶・表現・叙述

という誤りの入り込みやすい過程を経るのに対し，反対尋問等の真実

性を担保する機会がない証拠の証拠能力を予め否定することで，誤審

を防止する点にある。そのため，伝聞供述とは，①公判廷外の供述を

内容とする供述であって，②要証事実との関係で内容の真実性が問題

となるものをいう。 

⑵ Ｃの供述におけるＡの発言部分は，公判廷外の供述である（①）。

   次に，裁判所は争点を刺突行為及び殺意の有無と整理しているとこ

ろ，刺突行為は他の証拠によっても認定できるため，要証事実は殺意

の有無と考えられる。すなわち，Ａは「むかついたので人をナイフで

刺してやった」と述べているところ，この発言が真実であればＡが人

が死亡する危険のある行為をそのような行為とわかって行ったとい

え，殺意を認定することができる。よって，要証事実との関係で内容

の真実性が問題となる（②）ため，伝聞供述にあたる。 

２ では，同意（326条）のない本件において，伝聞例外（321条以下）に

あたるか。上記発言は，「被告人以外の者」であるＣによる「被告人」

たるＡの供述を内容とするものであって，殺意があるという「不利益な

事実の承認を内容とするもの」（322条１項本文前段）である。よって，

324条１項により，伝聞例外として証拠能力は認められる。 

したがって，裁判所は証拠排除決定をすべきでない。 

第６ 設問４ 

１ まず，弁護人としては，勾留の取消し（87条1項）を請求することが

考えられるところ，勾留の理由又は必要がなくなったと認められる事情

はく，勾留の取消しが認められる可能性は低い。 

２ 次に，裁判所に対して権利保釈（89条）を請求することが考えられる

ところ，第１回公判期日までの間にＡの弁護人がした権利保釈の請求に

対して，同条1号及び４号に該当する事由があると判断されており，今

回も同様に判断されることが考えられる。 

３ そのため，弁護人としては，権利保釈の請求と同時に，裁量的保釈（90

条）の職権発動を促す申立てをすることが考えられる。 

 Ａは父の葬儀出席を望んでいる。参列できなかった場合，Ａは父と最

後の別れができなくなり，Ａの心情あるいは社会生活上において回復す

ることのできない不利益を与えることとなる。また，参列だけであれば，

保釈の期間も相当程度短期間で済み，逃亡又は罪証隠滅するおそれも比

較的少ないとも思える。 

 しかし，Ａは殺人罪の罪で起訴されており，処罰内容の重さから，処

罰を免れるべく所在不明となる可能性がある。また，ＡやＷ２に対する

働き掛け等による罪証隠滅のおそれも否定できない。 

よって，裁量的保釈は認められない可能性がある。 

４ そうとはいえ，Ａが父の葬儀に参列できないことにより被る不利益は

大きく，裁判所により勾留の執行停止をすることが適当と認められる可

能性は存する。そのため，弁護人としては勾留執行停止（95条）の職権

発動を求める方法によるべきである。             

以 上
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